摂津市告示第  ８３  号

　摂津市防災士資格取得補助金交付要綱を次のように定め、平成３１年４月１日から適用する。ただし、この告示の規定は、同日以後に防災士の資格を取得し、特定非営利活動法人日本防災士機構に認証登録された者について適用する。

　　平成３１年 ３ 月２７日

摂津市長　森　山　一　正　　　　　

摂津市防災士資格取得補助金交付要綱　

　（目的）
第１条　この告示は、防災士の資格を取得した者に対し、予算の範囲内で、防災士資格取得補助金（以下「補助金」という。）を交付することにより、地域防災の担い手となる人材の育成及び確保を図り、もって地域の防災力の向上に寄与することを目的とする。

　（定義）

第２条　この告示において「防災士」とは、社会の様々な場で防災力向上のための活動が期待され、かつ、そのための十分な意識と一定の知識及び技能を修得した者として、特定非営利活動法人日本防災士機構（以下「防災士機構」という。）が認証する防災士をいう。

２　この告示において「自主防災組織」とは、地域住民が自主的に防災活動を行うために組織する団体をいう。

　（補助対象者）

第３条　補助金の交付の対象となる者は、市内に居住し、かつ、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）に基づき市の住民基本台帳に記録されている者で、次の各号のいずれにも該当するものとする。

　⑴　防災士の資格を取得し、防災士機構に認証登録された者

　⑵　市が指定した防災サポーター養成講座を受講し、防災サポーターとして市に登録された者

　⑶　市内の住居近隣地域の自治会又は自主防災組織で防災士として活動する意思のある者

　⑷　市と連携し、地域防災活動及び防災に関する啓発活動を行う意思のある者

　⑸　防災士の資格取得に関し他の助成制度による財政的支援を受けておらず、かつ、受ける予定のない者

　⑹　市税を滞納していない者

　⑺　市内の居住近隣地域の自治会又は自主防災組織から、自主防災組織の設立や避難訓練などの行事の開催に当たって市に対して防災士の紹介の依頼があった場合には、市が当該団体の代表者に氏名及び連絡先を提供することに同意する者

　（補助対象経費）
第４条　補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次に掲げるものとする。

　⑴　防災士機構が認証した研修機関による研修講座の受講料

　⑵　前号の講座の受講に必要な教本の購入費

　⑶　防災士資格取得試験受験料

　⑷　防災士認証登録料

　（補助金の額等）
第５条　補助金の額は、補助対象経費の合計額に２分の１を乗じて得た額（その額が３０，０００円を超えるときは、３０，０００円）とする。ただし、その算定した額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てるものとする。

２　補助金の交付は、１人につき１回限りとする。

　（交付の申請）
第６条　補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、摂津市防災士資格取得補助金交付申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、これを市長に提出しなければならない。

　⑴　防災士認証状又は防災士証の写し

　⑵　補助対象経費の支払を証明する書類

　⑶　誓約書（様式第２号）

　⑷　前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

　（交付の決定）

第７条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査の上、補助金の交付の可否を決定し、その旨を摂津市防災士資格取得補助金交付可否決定通知書（様式第３号）により当該申請者に通知するものとする。

　（補助金の交付）
第８条　前条の規定により補助金を交付する旨の通知を受けた者（以下「被交付者」という。）は、速やかに摂津市防災士資格取得補助金交付請求書（様式第４号）により補助金の交付を市長に請求するものとする。

２　市長は、前項の規定による請求があったときは、その内容を審査し、適当と認めたときは、速やかに当該被交付者に対し補助金を交付するものとする。

　（交付決定の取消し等）

第９条　市長は、被交付者が偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき、又は受けようとしたときは、補助金の交付決定を取り消し、又は既に交付した補助金の返還を命ずることがある。

　（活動努力）

第１０条　防災士の資格を取得した者でこの告示により補助金の交付を受けたものは、研修講座において取得した防災に関する知識及び技術の活用並びに防災士としての資質の向上に努めなければならない。

　（その他）

第１１条　この告示に定めるもののほか必要な事項は、市長が定める。
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